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　　　経営TOPICS
　　　　　統計調査資料

　　　　　月例経済報告（平成22年12月）
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　　　経営情報レポート
　　　　　慢性不況を乗り越えるための

　　　　　中小企業の資金調達の実務

　　　経営データベース
　　　　　ジャンル：労務管理　サブジャンル：退職
　　　　　ポイント制退職金制度の算定方式

　　　　　退職金制度の運用基準の制定と範囲




　ここ数年、新興国経済は目覚しく発展し、先進国の成長が停滞する中で両者の差は縮小、新興国は益々存在感を高めている（図表-1）。本稿では、急成長を続ける新興国経済の今後を探るため、各種統計を用いた国際比較により成長性分析を試みた。
　分析のフレームワークとしては、名目ＧＤＰ規模（2010年予測、国際ドルベース）で世界50位以内の国を抽出し母集団とした。先進国と新興国の区分については、(1)ＯＥＣＤ加盟、(2)国際通貨基金（ＩＭＦ）での定義、(3)株式市場の視点からＭＳＣＩでのＷＯＲＬＤへの採用、以上3点を全て満たす国を先進国、それ以外は発展途上にあると考えて新興国とした。新興国は地域別に、アジア、アフリカ、中南米、中東欧（含むＣＩＳ等）の4つに区分、

アジアは発展度が2極化しているためＮＩＥｓとその他に区分、合計6つに分類している。

　新興国の多くは、一人当たりGDPのレベルが低く、インフラ整備も遅れており、今後の発展余地は大きい。しかし、発展余地が大きくても発展途上で停滞する国も多い。そこで、発展の実現性をみるため、(1)人口、(2)労働人口、(3)その他（都市化、研究開発、インフラ整備）の観点から、成長ドライバーの強度を探ってみた。
　結果としては、ブラジル、ロシア、インド、中国の主要新興国を比較すると、発展余地に大きな差はないが、成長ドライバーはインド、中国、ブラジル、ロシアの順番となった。




貿易収支が3ヵ月ぶりに悪化
　財務省が12月22日に公表した貿易統計によると、11月の貿易収支は1,628億円の黒字となり、事前の市場予想（共同通信集計：4,561億円、当社予想は3,987億円）を大きく下回った。輸出（10月：前年比7.8％→11月：同9.1％）、輸入（10月：前年比8.8％→11月：同14.2％）ともに前月よりも伸びを高めたが、輸入の伸びが輸出の伸びを大きく上回ったため、貿易収支は3ヵ月ぶりに前年の水準を下回った（前年比▲55.4％）。季節調整済の貿易収支は4,257億円の黒字となり、黒字幅は前月の5,757億円から縮小した。輸出（季節調整値）が前月比1.7％と3ヵ月連続で増加したが、輸入が前月比5.1％となり輸出の伸びを大きく上回った。

輸出の減速続くが、持ち直しの兆しも
　自動車輸出は前年比2.8％となり、10月の同10.2％から伸びが大きく低下した。EU向け（10月：前年比▲2.4％→11月：同15.8％）は6ヵ月ぶりに増加し、アジア向け（10月：前年比16.7％→11月：同22.9％）は前月よりも伸びを高めたが、米国向け（10月：前年比3.2％→11月：同▲7.5％）が3ヵ月ぶりに減少に転じたことが響いた。

　11月の輸出数量指数を地域別に見ると、米国向けが前年比11.0％（10月：同9.5％）、EU向けが前年比25.8％（10月：同11.4％）、アジア向けが前年比11.3％（10月：同5.9％）となり、いずれの地域向けも前月から伸びを高めた。

季節調整値（当研究所による試算値）では、米国向けが前月比3.2％、EU向けが同12.6％、アジア向けが同2.3％、全体では同0.3％となった。






　景気は、このところ足踏み状態となっている。また、失業率が高水準にあるなど厳しい状況にある。
　●輸出は、緩やかに減少している。生産は、このところ減少している。

　●企業収益は、改善している。設備投資は、持ち直している。

　●企業の業況判断は、慎重さがみられる。

　●雇用情勢は、依然として厳しいものの、持ち直しの動きがみられる。

　●個人消費は、持ち直しているものの、一部に弱い動きもみられる。

　●物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。
　先行きについては、当面は弱めの動きがみられるものの、海外経済の改善や各種の政策効果などを背景に、景気が持ち直していくことが期待される。一方、海外景気の下振れ懸念や為替レート・株価の変動などにより、景気がさらに下押しされるリスクが存在する。また、デフレの影響や、雇用情勢の悪化懸念が依然残っていることにも注意が必要である。

　政府は、「新成長戦略」に基づき、日本経済を本格的な回復軌道に乗せるとともにデフレを終結させるよう政策運営を行う。

　現下の厳しい経済情勢や先行き悪化懸念を踏まえ、「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」を着実に実施する。12月16日、平成23年度予算編成の基本方針、税制改正大綱を閣議決定した。

　政府は、デフレからの脱却を喫緊の課題と位置づけ、日本銀行と一体となって、強力かつ総合的な政策努力を行う。日本銀行に対しては、引き続き、政府と緊密な情報交換・連携を保ちつつ、適切かつ機動的な金融政策の運営によって経済を下支えするよう期待する。


個人消費は、持ち直しているものの、一部に弱い動きもみられる。
　個人消費は、持ち直しているものの、一部に弱い動きもみられる。消費者マインドは、弱含みで推移している。実質雇用者所得は持ち直している。需要側統計（「家計調査」等）と供給側統計（鉱工業出荷指数等）を合成した消費総合指数は、10 月は前月に比べ減少した。
　個別の指標について、10 月の動きをみると、「家計調査」では、実質消費支出は前月から減少した。販売側の統計をみると、小売業販売額は前月から減少した。新車販売台数は、10 月に減少した後、11 月も減少した。旅行は、国内、海外ともに前年を上回った。外食は、前年を上回った。

　先行きについては、当面は環境対応車購入補助終了の影響がみられるものの、雇用・所得環境が安定的に推移するなかで、各種の政策効果もあって底堅く推移することが期待される。
設備投資は、持ち直している。
　設備投資は、持ち直している。これを需要側統計である「法人企業統計季報」でみると、2010 年４－６月期は増加し、2010 年７－９月期も増加している。機械設備投資の供給側統計である資本財出荷は、おおむね横ばいとなっている。ソフトウェア投資は、緩やかに減少している。

　「日銀短観」によれば、2010 年度設備投資計画は大企業製造業、大企業非製造業でともに３年ぶりの増加が見込まれている。また、設備投資の動きに先行性がみられる設備過剰感は、依然残るものの弱まってきている。先行指標をみると、機械受注は、持ち直している。建築工事費予定額は、持ち直しの動きがみられる。

　先行きについては、設備過剰感が依然残るものの、企業収益が改善するなかで、持ち直し傾向が続くことが期待される。

住宅建設は、持ち直している。
　住宅建設は、持ち直している。持家、分譲住宅の着工は持ち直している。貸家の着工は弱含んでいる。総戸数は、10 月は前月比2.8％減の年率81.3 万戸となった。総床面積も、おおむね総戸数と同様の動きをしている。

　先行きについては、雇用・所得環境が安定的に推移するなかで、各種の政策効果もあって底堅く推移することが期待される。
公共投資は、総じて低調に推移している。

　公共投資は、総じて低調に推移している。

　公共投資の関連予算をみると、国の平成22 年度補正予算において、約0.7 兆円の予算措置を講じたが、補正後の公共投資関係費は前年度を下回っている。また、平成22 年度地方財政計画では、投資的経費のうち地方単独事業費について、前年度比15.0％減としている。

　2010 年11 月の公共工事請負金額及び10 月の公共工事受注額は前年を下回った。

　先行きについては、国、地方の予算状況などを踏まえると、総じて低調に推移していくものと見込まれる。
輸出は、緩やかに減少している。輸入は、横ばいとなっている。

貿易・サービス収支の黒字は、横ばいとなっている。
　輸出は、緩やかに減少している。地域別にみると、アジア向けの輸出は、緩やかに減少している。アメリカ、ＥＵ向けの輸出は、ともに持ち直している。先行きについては、当面はアジアにおける生産の減速などから弱めの動きが見込まれるものの、世界景気の緩やかな回復を背景に、再び持ち直していくことが期待される。

　輸入は、横ばいとなっている。地域別にみると、アジアからの輸入は、横ばいとなっている。アメリカからの輸入は、緩やかに減少している。ＥＵからの輸入は、このところ増勢が鈍化している。

　国際収支をみると、輸出金額、輸入金額がともに横ばいとなっており、貿易収支の黒字幅は横ばいとなっている。また、サービス収支の赤字幅は横ばいとなっている。そのため、貿易・サービス収支の黒字は横ばいとなっている。

生産は、このところ減少している。
　鉱工業生産は、輸送機械工業などを中心に、このところ減少している。
先行きについては、輸出の緩やかな減少や環境対応車購入補助終了の影響により、当面は弱めの動きがみられるものの、世界景気の緩やかな回復などを背景に、再び持ち直していくことが期待
される。

　なお、製造工業予測調査においては、11 月、12 月ともに増加が見込まれている。

　また、第３次産業活動は、横ばいとなっている。
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　サブプライムローン問題、リーマンショックの余波で「百年に一度の大不況」という言葉が定着して久しくなりました。そして、その影響を最も受けているのが、中小企業であることはいうまでもありません。しかし、日本経済の根幹が危ういこの時期、金融機関の融資姿勢はＩＴバブルが崩壊した2001年に比べ、改善しているという声も聞かれます。借り手保護のスタンスを打ち出す金融機関が増えている理由には、景気回復を喫緊の課題とする行政の方向性に加え、当時の苦い教訓があるのかもしれません。

　つまり、突然の貸し渋り・貸し剥がしに遭った多くの企業が、資金繰りの目途が立たなくなり、倒産寸前に追い込まれたことを受け、政府・金融庁やマスコミから批判が巻き起こったことは記憶に新しいところ、取引先からクレームが出ることは、金融機関にとって大きな痛手であるわけです。

　さらに行政の動きは、借り手尊重の方向に向いています。2009年12月、難航を極めた中小企業金融円滑化法が成立しました。2008年11月の「金融検査マニュアルの改訂」の延長線上に落ち着いたことで、実効性や限界が議論の焦点となっていますが、本質的には「融資の返済条件変更や借り換えへ努力を求める」とあるように、金融機関への努力を促すことが前提となっています。こう考えると、日本経済の根幹を支える中小企業の資金調達に関しては「時代背景をそのままに」というほど厳しいものではないのかもしれません。



　金融機関が融資判断をするとき、まず基準となるのが「金融検査マニュアル」に従った企業の格付け評価です。バブル崩壊以降の10年間で、その運営方法は様変わりしましたが、これは同マニュアルによって審査基準が変わったことによるものです。銀行はここに示された「債務者区分」や「信用格付」による厳格な「資産査定」を行うようになっています。

　金融機関も営利企業ですから、貸出金利が十分に取れないところへ貸出を集中させることが難しいのは事実です。実際、金融機関自身、財務報告の健全性や透明性をアピールする目的で、格付けを厳しく行う流れは起こっています。
　ということは、融資を獲得するためには、当然、債務者区分や格付けは一定以上のランクでなければなりません。債務者区分や信用格付のランクが低位だと、銀行融資を取り付けることはできず、格付けが企業の運命を左右すると言っても過言ではないのです。
　格付け評価は、定量分析（財務分析）と定性分析の２つの過程を経て行われます。定量分析は直近の決算書から、経営の安全性・収益性・成長性・返済能力などを基準に、企業価値を判断します。定性分析は営業力や技術力など、企業の強みが主な判断材料となります。そのウエートは定性分析に傾きつつあることは覚えておいて損はないかもしれません。

　審査に話を移しますと、その内容は企業審査と事業審査の２つに分かれます。企業審査とは、貸出対象企業の企業力を判断するもので、順調な収益状況が見込まれるか否かを判断するものです。裏を返すと、将来的に赤字が出るか否かが、予測のポイントとなります。
　一方、事業審査とは、仕入、賞与、納税、設備など、事業に関するキャッシュフローを把握するものです。こちらは企業の資金使途や返済財源の説明で、キャッシュフローが明確でないと審査が降りません。というのも、金融機関にとって融資とは、将来の入金までの「つなぎ」という考え方に基づいているからです。現在、どの企業もキャッシュ不足ですが、その点は金融機関も織り込み済みです。そのため、資金繰り予定表や経営計画などを明確にすることで、信用を勝ち取ることが、これから事業審査対策といえるでしょう。


　融資を受けられるかどうかは、決算書の内容で決まるといっても過言ではありません。そして、ほとんどの中小企業の場合、その決算書を作成しているのが、税理士・公認会計士（以下、会計事務所）です。決算書を作成するにあたっては、２つの考え方があります。

	●税務署向け

　「いかに税金を低く抑えるか」という節税を重視したもの

●金融機関向け

　「いかに銀行に評価されるか」という業績を重視したもの


　両者はまったく違う立場を取っています。前者は税金を低く抑えるため「利益を低くする」ことを、後者は銀行に評価されるために「利益を高くする」ことを目的としています。
　そして、企業によって、資金調達のサイクルや融資額は異なりますから、一社一社に適した決算書を作成することが、会計事務所の仕事であるといえます。さらにいうなら、会計事務所には、業績や事業環境の変化を見極め、どちらを優先させるかを判断できるバランス感覚を求めたいところです。融資に必要なのは銀行の評価ですから、企業と銀行の関係に精通した後者に長けた人物が適材といえるかもしれません。
　現在、会計事務所業界では、中小企業会計指針の普及に力を注いでいます。これは減損会計・時価会計に準拠した決算報告を行う基準です。中小企業においては、決算書の作成に当たり、これにならうことが推奨されています。その理由は、この指針に基づいた決算書や財務報告を導入することが、金融機関の信用格付けを上げることにつながるからです。というのも、金融機関の審査は、「ＢＩＳ規制」や「金融検査マニュアル」に準じており、その拠りどころは減損会計・時価会計の実態バランスシートに統一されています。そして、これによって企業実態を把握しているという背景があるのです。


　融資を依頼しやすい金融機関として、公庫を頭に浮かべる中小企業経営者は多いかもしれません。中小企業にとってありがたいことは、日本の政策目標として、中小企業の健全育成が掲げられていることです。この政策目標を達成するため、政府系金融機関はこれまで９機関が機能してきましたが、2008年10月、以下のように大幅な再編が行われました。


　中小企業の利用頻度が高かったのは、民営化された商工組合中央金庫と旧中小企業金融公庫、旧国民生活金融公庫でした。いずれも中小零細企業や個人事業主を対象とし、創業期や再生期の企業に対する融資を行っています。民営化あるいは、メガバンクとして生まれ変わった後も、引き続きそれまでの方針が貫かれています。
　政府系金融機関を上手に使うコツとして、「政策目的」に沿った融資相談を持ちかけることが重要になります。例えば、「創業支援に必要な資金を低利で融資する」、「先進的な技術を駆使する事業について支援する」などは、代表的な政策目的です。そのため、これらに沿った相談であれば、資金調達はスムーズに行われるはずです。しかし、かけ離れた申し込みに対しては、融資が行われづらい実情があります。従って自社の業務が政策目的に合致するかどうかの確認を行い、担当者に目的に沿っていることをアピールすることで、説明に説得力を持たせることが肝要です。民間から断られても、政府系の審査は通るといった事例も耳にしますから、公的融資の意義は今後さらに大きくなるでしょう。


　制度融資とは、各種自治体が定めた条件に基づき、中小企業が事業に必要な資金を円滑に調達できるよう支援するものです。国や県、市が、定型の融資制度を設定することになっており、多少の差異はありますが、その仕組みは概ね以下のように整理できます。

　このように、制度融資の特徴は信用保証協会の信用保証を受けることによって、金融機関からの融資が円滑に進む点にあります。地方公共団体は金融機関に対し利子補給をするため、地方公共団体が定める低利な利率で融資を受けることができ、何より固定金利であることが、最大のメリットといってよいでしょう。


　事業資金を金融機関から調達する際、担保力や信用力が不足していると希望額に届かないことや融資そのものを断られてしまうケースが多々あります。このような場合、金融機関に対して、借入債務を保証し、事業資金の調達の円滑化を図ることが、信用保証協会の役割です。

　信用保証協会の対象とする資金の使途は、運転資金と設備資金に限られ、債務保証を行う主な金融機関は一般金融機関です。保証期間は10年で、不動産を担保とする場合に限って、設備資金20年以内、運転資金15年以内の長期融資を受けることが可能です。

　保証限度額については、普通保証が２億円、これに無担保保証8,000万円を加えた２億8,000万円が上限になります。事業が複数の地域にまたがっている場合は、複数の信用保証協会から保証を得ることが可能ですが、全国に52ある信用保証協会は共通の信用保険に加入しており、複数の信用保証協会で設定された枠は合算されることになるので、この点については留意が必要です。

経営データベース 
ポイント制退職金制度の算定方式

ポイント制退職金制度の中で、多くの企業で用いられている算定方式について教えてください。


■多くの企業に採用される退職金制度とは

ポイント制退職金制度の中で、在職中の全期間にわたる在級年数をポイント換算する「全期間在級ポイント方式」が多く採用されています。

　全期間在級ポイント方式の制度の特徴は以下の通りです。

＜全期間在級ポイント方式の制度の特徴＞
	①この方式では、退職金額が在職中の職能ポイントの累積と1点単価により決定。在職中の職能・職務評価が累積される仕組みとなっている 

②算定基礎を賃金から離脱させているので、定年延長や賃上げ、賃下げへの対応が可能となる。 

③資格等級別の在級年数を算定ベースに置いており、管理職・専門職・専任職といった多様化した人事管理のしたでも受け入れられやすい。 

④旧制度での既得権の保護および新制度への移行時点での取り扱いが容易である。 

⑤世間相場との格差が生じた場合は、1点単価を調整するだけで対応ができること。


■ポイント方式の形態

　等級ポイント方式は、社員の在職中の貢献度を直接的に反映させ、その功労に報いようとする退職金制度です。全期間在級ポイント方式には、次の４つの形態があります。
＜全期間在級ポイント方式の形態と算定式＞
	① 等級ポイント

各資格等級の在級年数、つまり会社への貢献度を評価・反映させるポイントである。

＜算定式＞職能ポイント累計×１点単価×退職事由別支給率 

② 勤続ポイント

勤続年数、職務経歴に対する評価ポイントである。賃金リンク方式から変更する場合の激変緩和措置の役割ともいえる。労働市場が売り手市場の業種である場合大事をとって導入を検討する項目といえる。

＜算定式＞（職能ポイント累計＋勤続ポイント累計）×１点単価×退職事由別支給率 
③ 昇格ポイント

昇格昇給と同じ考えであり、昇格したときのボーナスポイントのことである。昇格に対して退職金制度においてもメリハリをつけ、制度の意義付けをたからしめる狙いがある。

＜算定式＞（職能ポイント累計＋昇格ポイント累計）×１点単価×退職事由別支給率 

④ 人事考課ポイント

貢献度反映をさらに具体的に退職金制度に組み込んだものである。

＜算定式＞人事考課別の職能ポイント累計×１点単価×退職事由別支給率


経営データベース 

退職金制度の運用基準の制定と範囲

退職金制度の運用基準の制定とその範囲について教えてください。

■退職金制度の運用基準の制定
　退職金制度の円滑な運用にあたっては、その運用基準を明確に制定しなければなりません。運用基準に基づき、企業としての退職金規定の制定を行うことになります。

　制定すべき運用基準の範囲は、以下の通りです。
■制定すべき運用規準の範囲について
①適用範囲
　企業の雇用形態は社員・嘱託社員・パートタイマー・役員など多岐にわたっている。

　退職金制度の適用対象者は、ここに示したような社員の中で、誰を対象にすべきかを明文化しなければならない。

②退職金の受給資格
　社員が退職金を受給する条件としての退職事由について、明らかにする。退職事由には、会社都合と自己都合退職に区分する。

③退職金の支給制限
　社員が服務規律に反する行為や不都合な事由により解雇され、または退職する場合には、退職金の支給に制限を設けることは必要である。支給制限を受ける退職事由には、下記のようなものがある。

　●就業規則に違反し、懲戒解雇に処せられたとき

　●承認を得ないで他社に就業する、または自己の業務を営む

　●会社の承認を得ないで職場放棄をしたとき

④勤続年数の計算方法
　勤続年数を計算する上で、私傷病による休職期間・自己都合による休職期間・公職に就くことによる休職期間・育児休業期間については、その期間に算入しないとされている。
⑤支給時期及び支給方法
　支給時期及び支給方法は、規定制定にあたっては、法定記載事項である。

⑥特別功労加算金
　特別功労加算金は、通常の算定方式による退職金の計算に加えて、在職中の功労が特に顕著であったと認められた社員に対して支給することを制度化したものである。
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